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組織社会化戦術と役割志向性の関係における個人学習の媒介効果と組織文化の調整効果 
‐変革志向の人材をいかに育成するか‐ 
 
小川憲彦(法政大学経営学部) 
 
Abstract 
組織社会化戦術と個人の役割志向との間における、個人の学習成果による媒介効果と、組
織文化の調整効果について検討した。このことを通じて、新人の変革的役割志向性が組織
社会化過程のどのような作用によって生じるのかについて探求した。二度の収集によって
縦断的に得られた 363名のデータを分析した結果、組織社会化過程において変革的役割志
向性を規定する要因は、従来指摘されてきた個別的社会化戦術ではなく、組織目標に関す
る学習や自己イメージに関する学習であり、社会化戦術はそれらの学習を通じて間接的に
作用するにすぎないという可能性が示された。とりわけ、新人の自己イメージに関する学
習は変革的役割志向を規定する独自の要因であり、組織社会化のプロセスはキャリア発達
という文脈においてより適切な理解がなされることが示唆された。以上の結果を踏まえ、
刺激‐反応関係に基づく伝統的な組織社会化戦術研究の分析枠組みに対する見直しが議論
された。 
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1. はじめに 
 
本研究の目的は、組織社会化戦術と個人の役割志向との関係における個人学習の媒介効
果と、組織文化の調整効果について検討し、新人の変革的役割志向性が組織社会化過程の
どのような作用によって生じるのかについて探求することである。 
組織社会化は「個人が組織内の役割を引き受けるのに必要な社会的知識や技術を獲得す
る過程」(Van Maanen & Schein, 1979; p.211)等と定義される概念で、組織への参入者が
組織の一員として受け入れられ、役割を遂行できるようになっていくプロセスである。つ
まり、ある期間における組織内役割の習得ないしその円滑な遂行が組織社会化の目的であ
る。役割とは一般に、社会の中の位置づけに対する期待のセットである。従って、参入し
た組織という社会からの期待に応じられるようになることが組織社会化の目的となる。 
しかし、組織がオープンシステムである以上、役割についての期待は常に変化する。ま
た、何を持って組織の期待と捉えるのかによって、役割習得には異なったあり方が生じる
であろう。役割期待にコンフリクトが生じる場合や、どの時点で評価するのかによって、
組織社会化の成果は変化するであろう。従って、何を持って組織社会化が適切に行われた
のか、という一般的な問いは適切ではないのかもしれない。 
このような一般的かつ困難な問いに対して、実証的な組織社会化研究では、現実的かつ
操作的な対応がなされてきた。任意の時点において複数の行動科学的な指標を用いた総合
的な評価を行うのである。職務満足、組織コミットメント、組織との適合感、離職意図、
あるいは組織市民行動といった職務態度に関する変数と、営業成績や社内評価などを用い
た職務業績がその代表的なものである。それらが測定された時点で高い水準にあれば、一
応は適切な組織社会化がなされたと見なしてきた。測定時点がいつであれ、適切に動機づ
けられた状態で組織に参加しており、職務成果を出すということは、組織の成員に広く求
められるところであろう。 
しかし近年では、黙って指示に従うだけの成員や、現業運営のコマとしての人員確保の
ためだけに新規大卒社を正規従業員として採用しているわけではないように思われる。不
確実性が高く先を見通すことが難しい近年の経営環境の中では、トップダウンの指示に従
うだけではなく、自ら考え、主体性を持って現状を打破していけるような人材が求められ
ているように思われる。本研究の背景には、そのような変革志向を持った人材の育成とい
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う問題意識がある。 
こうした変革的人材を組織社会化の成果として明確に意識していたのが、組織社会化戦
術(organizational socialization tactics)の研究であった。組織社会化戦術とは「役割から
役割への移行における個人の経験が、その組織の他者によって構造化・組織化される方法」
(Van Maanen & Schein, 1979: p.230)であり、いわば組織からの社会化作用を促す働きか
けの総称である。 
組織社会化戦術の基本的分析枠組みを提起した Van Maanen & Schein(1979)は、役割遂
行のあり方を、期待されることに忠実に従おうとする保守管理的役割志向(custodial role 
orientation)と、役割に何らかの変化を持ちこもうとする変革的役割志向(innovative role 
orientation)とに区分した。保守管理的役割志向と変革的役割志向という各々の役割反応の
仕方を、どのような社会化戦術が規定しうるのかについて、一連の仮説を構築した彼らの
取組みが組織社会化戦術の出発点であった。 
本研究では、組織社会化戦術がどのような過程でそのような役割習得のあり方に作用を
及ぼしているのかについて、伝統的な社会化戦術で前提されている「刺激－反応」関係へ
の批判を通じて実証することで、その理論的説明あるいはメカニズムについての考察を行
う。とりわけ、変革的役割志向を持った人材、すなわち変革志向の人材をキャリア初期か
ら育成する作用について探求することを通じて、伝統的枠組みに沿って無批判に蓄積され
てきた実証的組織社会化戦術研究の成果に対し、理論的洞察を加える一助とする。 
 
 
2.先行研究と仮説 
 
2.1 組織社会化戦術と役割反応 
組織社会化戦術は、元来、6つの対となる次元で記述された。すなわち、①集合対個人 ②
公式対非公式 ③規則対不規則 ④固定対可変 ⑤連続対断続 ⑥付与対剥奪、である。 
①集合対個人の次元は、組織へ参入しようとする新人を集団として扱うことで同じ経験
を共有させるのか(集合的)、新人を個別に扱いそれぞれ独自の経験をさせるのか(個人的)
を照射する。②公式対非公式の次元は、既存社員と隔離して新人向けの特別な訓練を施す
か(公式的)、新人に特別な役割や訓練を用意せず通常の業務状況の中で社会化するか(非公
式的)を意味する。③規則対不規則の次元は、習得すべき役割に至る道筋が明確に区分され
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たステップによって特定されているか(規則的)、そのような情報がないのか(不規則的)の
程度である。④固定対可変の次元は、習得すべき役割に至る経路にタイムテーブルが新人
に提供されているか(固定的)、そうではないか(可変的)の程度を表す。⑤連続対断続の次
元が意味するのは、既存成員や前任者が同種の役割に割り当てられる予定の新人を訓練す
るか(連続的)、そういった役割モデルがいない状態であるか(断続的)の程度である。⑥付
与対剥奪の次元は、役割に就く前から保持する新人の個人特性を追認するか(付与的)、こ
れを否定し修正するか(剥奪的)の程度を意味する。 
社会化戦術の理論枠組みでは、これら次元の両極のうち、どちらの傾向が強いのかによ
って、従業員の役割に対する態度や反応が規定されると考えられる。この反応は先述のよ
うに大きく二分され、所与の役割をそのまま引き継ごうという保守管理的役割志向と、役
割に何らかの変化をもたらそうという変革的役割志向にまとめられる。変革的役割志向は
さらに、役割遂行「方法」に変化を導入しようとする内容変革志向と役割の根本的な使命
や目標まで変えてしまう役割変革志向とに区分された。 
このような Van Maanen & Schein(1979)による社会化戦術の理論的枠組みを初めて実
証した Jones(1986)は、6 つの社会化戦術次元を制度対個別の 1 次元、ないし、文脈的戦
術、内容的戦術、及び社会的側面に関する戦術という 3次元に集約した(図 1)。 
制度対個別という 1次元での分類は、社会化戦術の体系性の度合いを反映している。す
なわち、意図的に整備され体系立った社会化施策であるのか(制度的)、組織的・意図的な
働きかけをせず、自然な状態におかれるのか(個別的)の程度である。Jones(1986)によれば、
意図的社会化戦術が採られた場合、新人は受け継がれるべき役割について体系立った教育
を受けることになるため保守管理的役割志向を示すとされる。 
3次元による分類は、体系性ではなく、戦術の意味に基づくものである。文脈的戦術は、
新人に情報が与えられる際の「文脈」にかかわる次元で、集合対個人次元と公式対非公式
の次元とを含む。集合的かつ公式的戦術は丁度、わが国の大企業で多く見られる新人向け
集団研修に相当すると思われる。 
文脈的戦術が制度的である場合、新人が一団として隔離されることで凝集性が高まると
同時に、同一の経験が新人同士で共有され、個人の逸脱に対し抑止力が働く。このため個
人はその場で教えられる従来の知識体系を従順に吸収し、保守管理的役割志向を示しやす
いとされる。 
内容的戦術は、社会化過程で与えられる情報の内容にかかわる次元である。規則的かつ
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固定的戦術には、社内の主要なキャリア・パスを明示することで、新人が直面する環境の
不確実性や不安を低減する効果があると考えられている。Jones(1986)は、キャリアの先
が読めて確実性が高い状況では、問題が起きないように言われたままやり過ごす傾向があ
るため、保守管理的役割志向を促すとした。 
 
 
                         図 1. 社会化戦術の整理 
 
社会的側面にかかわる戦術(以下、社会的戦術)は、既存成員との接触の仕方、社会的相
互作用のあり方の側面を照射している。社会的戦術が制度的な場合、すなわち新しい役割
習得に向けてモデルとなる既存成員と新人の所与の特性を活かすような支援的な育成関係
が築かれている場合、新人は既存の役割体系を円滑に吸収し、やはり保守管理的役割志向
を示すとされる。 
まとめると、制度的社会化戦術とは、集団的・公式的・規則的・固定的・連続的・付与
的な戦術の複合的社会化施策であり、保守的な役割志向を生じさせる作用が仮定されてい
る。逆の個人的・非公式的・不規則的・可変的・断絶的・剥奪的戦術によって構成される
個人的社会化戦術は、これとは逆に、不確実性に伴う葛藤や反発によって、従来の役割を
そのまま受け入れると言うよりは、役割遂行の方法を変えたり、役割の使命や目標まで変
えたりするような役割反応を生じさせるとされている。なお、保守管理的役割志向と変革
的役割志向については、必ずしも同一軸上の対極ではない可能性もあるが、制度的社会化
制度的 個別的
集団的 個人的
文脈的
公式的 非公式的
規則的 不規則的
内容的
固定的 可変的
連続的 断絶的
社会的
付与的 剥奪的
出所：Jones(1986; p.263)より一部修正し、訳出
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戦術と個別的社会化戦術が対極に位置づけられる概念であることに対応し、以下では作業
的に対極概念として仮説を構築する。 
 
仮説 1.a 制度的組織社会化戦術は新人の保守管理的役割志向を促し、革新的役割志向を抑 
制するであろう。逆に言えば、個別的組織社会化戦術は新人の保守管理的役割志 
向を抑制し、変革的役割志向を促進するであろう。 
 
本研究は組織社会化過程における変革的役割志向の規定要因に注目していると言及した
が、一方で、この志向性には一つの問題点が指摘される。すなわち、役割の使命や目標そ
のものを変えるという役割反応は、ある意味で役割の拒絶にもつながりうる、ということ
である。役割の習得や遂行を促す過程としての組織社会化にとって、それは社会化の失敗
を意味するかもしれない。 
この問題に対しては、より長期的な視点で組織に対する効果を検討することや、役割変
化への対応能力等の成果変数を用いることなども考えられるが、本研究が調査対象とした
入社 1年後の正規従業員においては、それらの指標の使用はやや時期尚早に思われる。従
って本研究では、先行研究同様に、一般的な成果変数として、組織コミットメントと職務
業績を並行して用いる。これによって、変革的人材は是であるといった単純な観点を排除
し、他の成果指標との多面的な評価を行うこと、その意義を検討することが可能であろう。 
なお、ここで言う組織コミットメントは組織への情緒的な側面での同一化であり、その
本質は組織への感情的な好意である。体系立った前向きな組織からの働きかけは、互恵性
の原理に基づけば、個人からもまた積極的な態度を引き出すであろう。実証的にもこうし
た関係が支持されてきた(e.g.,  Jones, 1986; Allen & Meyer, 1990a;  Zahly & Toshi, 
1992; Migneryey, Rubin, & Gorden, 1995; Ashforth & Saks, 1996; Saks & Ashforth, 
1997; Cooper-Thomas & Anderson, 2002)。 
制度的社会化戦術が職務業績に及ぼす効果に関する実証結果では、これを促すという結
果(Ashforth & Saks, 1996)と関連性を否定する結果(Saks & Ashforth, 1997)がある。制度
的社会化戦術が採用された場合、放任的な場合よりも、周囲の役割期待が意図的・直接的
に伝達されることで成果につながりやすい行動を喚起すると考えられるため、今回は作業
的な仮説として正の作用を仮定した。 
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仮説 1.b 制度的組織社会化戦術は新人の組織コミットメントと職務業績の向上を促進 
するであろう。逆に言えば、個別的組織社会化戦術は、新人の組織コミットメ 
ントと職務業績を低下させるであろう。 
 
2.2 刺激－反応結合としての組織社会化戦術枠組み 
制度的な社会化戦術は、既存の知識体系を意図的・体系的に伝達しようとする組織から
の社会化作用である。具体的には、人材育成を個々の現場に任せるのではなく、専用の場
を設け教育する（文脈的戦術）。場当たり的な対応を排除し、役割習得に向けた育成スケジ
ュールを定め伝達する（固定的戦術）。新人を放任したり否定的に扱ったりするのではなく、
支援的な相互作用を通じて役割伝達を行う（社会的戦術）。このような取り組み自体は、新
人の円滑な組織適応に向けて否定されるものではないように思われる。 
実は、ここで問題としたいのは、どのような社会化戦術がどのような効果を及ぼすのか
という前節のような議論ではない。より基本的な問題である。すなわち、組織社会化戦術
の理論枠組みには、心理学でなじみ深い「刺激-反応結合(S-R結合)」が前提されている
(Ogawa, 2009)という点であり、これに起因する問題があるように思われる。 
つまり、社会化戦術は、どのように社会化するのかという方法を示してはいるが、制度
的・体系的に「何を伝えるのか」という点が十分であるとは言えない。内容的戦術が与え
るのは今後のキャリア・パスに関わる情報であって、今求められている役割遂行に必要な
情報ではない。役割遂行に必要な何らかの情報や知識が伝達されることで、最終的な役割
志向のあり方を規定すると考えるほうが自然であろう。こうした理解は、社会化戦術の研
究(e.g., Saks & Ashforth, 1997;  Cooper-Thomas & Anderson, 2002; 小川, 2005c)のみ
ならず、個人の自己社会化行動を独立変数とした諸研究にも採用されている(e.g., Ostroff 
& Kozlowski, 1992; Morrison ,1993; Haueter, et al., 2003)。すなわち、組織社会化の規定
要因と一般的なアウトカムの間に、媒介変数として個人の学習を導入した取り組みがなさ
れている(c.f., 小川, 2005a)。 
このような枠組みが用いられる背景には、組織社会化の成果に関する批判が存在した。
すなわち、職務業績や職務満足は、組織社会化のアウトカムではあるものの、社会化過程
独自の成果ではない。あくまで二次的な成果であり、社会化作用以外の要因が無数に影響
する一般的変数である。むしろ組織社会化独自の成果には、まず一次的な成果としての職
務スキル、職場の人間関係、および部門間関係等の組織全体に関する学習があり、それら
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の一次的学習成果が、職務態度や職務業績に間接的に作用する、という分析枠組みが用い
られるようになっている(小川, 2005)。 
組織社会化過程において学習される事柄は多岐にわたる。職場で何が求められているの
かという役割に関する知識、職務遂行における技術的な知識、職場の人間と協働するため
の人間関係に関する知識、経営理念、組織文化、あるいは組織構造といった組織全体に関
わる知識(Ostroff & Kozlowski,1992; Morrison ,1993; Haueter, et al., 2003)をはじめとし
て、組織内で誰が権力者であるのかといった社内政治に関わる知識、組織で使われている
独特の言葉に関する知識、組織の慣例や伝統といった歴史に関わる知識も指摘されている
(Chao, et al., 1994)。まとめれば、これらは組織全体、職務、あるいは職場の人間関係と
いった個人を取り巻く外部環境についての学習である。 
組織社会化戦術は、単に役割反応を規定するだけではなく、こうした個人にとっての外
部環境に関する情報を伝達する役割を持つ。さらに、これら外部環境に関する学習は、既
存の組織内で蓄積されてきた知見の習得を意味するため、現行の円滑な役割遂行を促し、
職務業績を高めるであろう。また、個人が組織に関する知識を増加させるに伴って組織へ
の愛着も高まると考えられる。なお、繰り返しになるが、保守管理志向と変革志向という
二つの役割志向性は必ずしも対極的概念ではない可能性があるが、ここでは制度的社会化
戦術と個別的社会化戦術の対極関係に対応した仮説構築を行う。 
 
仮説 2.a制度的組織社会化戦術は、個人の外部環境に関する学習を促すことを通じて間 
接的に保守管理的役割志向、組織コミットメント、および職務業績を向上させ、 
変革的役割志向を低下させるであろう。逆に言えば、個別的組織社会化戦術は、 
個人の外部環境に関する学習を阻害することを通じて間接的に変革的役割志向 
を高め、組織コミットメント、職務業績、および保守管理的役割志向を低下さ 
せるであろう。 
 
社会化戦術によって外部環境の学習が促されるという指摘に対し、小川(2004, 2006, 
2012)は、組織社会化の過程で学ばれるものは、そのような外部環境の学習だけではない
ことを実証している。組織環境に関する学習内容はあくまで「組織にとって有用な成果」
を想定した媒介変数であり、組織の一員として現在の役割遂行を行う上で必要な知識の学
習である。そこでは、「個人のキャリア発達の一過程としての社会化」という視点は基本的
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に無視されている。Fisher (1986)の記念碑的とも言える社会化研究のレビューにおいては、
外部環境の学習に並んで自己イメージの学習が指摘されていたにもかかわらず、組織偏重
の立場から、実証の俎上に載せられることはなかった(小川, 2006)。 
なお、ここで言う自己イメージとは仕事の側面に関わる個人のアイデンティティを意味
する。アイデンティティとは、一般に、多様な自己の側面が統合された主観的自己イメー
ジである。本研究では、キャリア発達過程の中におけるアイデンティティ形成の存在を指
摘し、自覚された能力・興味・価値観の複合的自己イメージとしてのキャリア・アンカー
概念を提起した Schein(1978)を踏まえ、仕事に関する能力・興味・価値観の側面の統合的
自己イメージと規定する。 
近年では Hall(2002)が、社会的相互作用の中で形成される自己イメージ学習について、
キャリア発達上の意義を強調している。個人は、外部環境に合わせて適応できなければ、
組織の中で機能することはできない。しかし、ただ外部環境の要請に合わせるだけでは、
組織のための部品にすぎない。個人は、組織の存在とは別に、独自の存在としてそのキャ
リアを歩む存在である。個人の自己イメージは、キャリアを方向づけるコンパスとして機
能すると同時に、個人の独自性を発揮させ、その環境への適応の仕方を規定する(Hall, 
2002)。すなわちHall(2002)は、役割習得のあり方を左右する自己についての内面的な学
習の重要性に言及しているのである。 
自我の社会性を指摘したMead(1934)によれば、個人は社会環境との相互作用の中で自
分という存在を定義づけ、その存在を社会的に形成していく。それは仕事環境においても
同様であると考えられ、環境からの積極的な働きかけである制度的社会化戦術は、自己イ
メージの学習を促進するであろう。 
また、前述のとおり、自身の独自性の自覚が役割への反応の仕方を規定する。この際、
アイデンティティが当該個人の経験に裏付けられた個々独特のものであることを踏まえれ
ば、職種や職位によってある程度標準化されている組織内で期待される役割とは、多かれ
少なかれ相違が見られるであろう。従って、個人の自己イメージ学習は、周囲の期待に対
して従順に従う保守管理的役割志向ではなく、そこに自分なりのオリジナリティを付与し
ようとする変革的役割志向の形成を促すであろう。 
ただし、先述したように、このような自己イメージの学習という社会化成果は、個人の
キャリア発達に関する変数であって、組織成果という観点とは、その思想的背景が異なる。
従って、その内容によっては、当該組織との決別にもつながりうるであろうし、少なくと
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も直接的には、ある時点での組織への愛着や仕事業績には関係しないであろう。 
 
仮説 2.b 制度的組織社会化戦術は、個人の自己イメージに関する学習を促すことを通じ 
て間接的に変革的役割志向を向上させるであろう。ただしこの際、自己イメー 
ジの学習は、組織コミットメントや職務業績には関連しないであろう。逆に言
えば、個別的組織社会化戦術は、個人の自己イメージに関する学習を阻害する
ことを通じて間接的に保守管理的役割志向を高めるであろう。 
 
2.3 組織文化の調整効果 
前節で、組織社会化戦術と役割志向性との関係は、直接的な S-R関係だけではなく、間
接的な作用によっても規定されうることを議論した。組織からの社会化作用の結果、何を
学ぶのかによって役割への反応は変わりうる。学ぶということの主体は社会化作用を受け
ている個人である。 
しかし、伝達する側からのメッセージ内容もまた、個人の役割反応を規定するであろう。
何かを変えることを是とする変革的な価値観が「制度的」に伝達され、その考え方が素直
に吸収されるのであれば、「変革的」な役割遂行がなされうるであろう。逆に、変革的な価
値観が強固であっても、「個別的な」社会化戦術のもとでは逆の「保守管理的」な役割反応
が生じうる。すなわち、戦術の制度化の高低と、役割受容時の変革程度の高低は S-R結合
で固定されるのではなく、伝達された組織の価値観、すなわち組織文化の変革性の度合い
によって調整されると考えることが妥当であろう(小川, 2010)。 
 
仮説 3. 組織社会化戦術が制度的であっても、組織文化が変革志向であれば、新人の変 
革的役割志向を促し、保守管理的役割志向を抑制するであろう。逆に、組織社会 
化戦術が個別的であっても、組織文化が変革志向であれば、新人の保守管理的 
役割志向を促すと同時に、その変革的役割志向を抑制するであろう。すなわち、
組織文化の変革性は、組織社会化戦術と役割志向性の関係を調整するであろう。 
 
以上の仮説 1～3をまとめたものが図 2である。 
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図.2 本研究の分析枠組みと仮説 
 
 
3.方法 
 
3.1調査概要 
本研究における質問票調査の対象となったのは、2010 年 4 月から大学新卒で正規従業
員として就労を開始した 962 名である。約二万人の登録会員を持つ Web サイトの会員か
ら上記の条件に該当した者が抽出された。 
調査にあたっては縦断的にデータ収集が行われた。一度目(T1)の調査は 2010 年 7 月の
上旬から中旬に、二度目(T2)は 2011年の 4月中旬に実施された。T1は入社 3カ月段階、
T2は入社 1年後の段階である。T1調査では 514名(回収率 53.4%)から回答を得た。今回
分析対象となったのは、T1回答者のうちT2調査でも回答が得られた363名(回収率70.6%)
である。 
T1 の収集時期を就労開始後 3 カ月としたのは、研究者の手による過去の調査(小川, 
2005a)において、新卒者研修の平均期間が 3.1カ月であったためである。T2の収集時期は、
同様に、最長研修期間が 1年であったことや(小川, 2005a)、1年目の社会化結果が後のキ
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ャリア発達に多大な影響を与えるという指摘(Hall & Nougaim, 1968)を踏まえている。 
 
3.2サンプル属性 
363名の平均年齢は 23.17歳(s.d. 1.19)であった。男性が 156名(43.0%)、女性が 207名
(57.0%)である。大学での専攻は理系が 154名(42.4%)、文系が 209名(57.6%)を占めた。 
勤務する業界は製造業が 111名(21.6%)、その他の業界が 262名(72.2%)、回答なしは 21
名(5.8%)であった。勤務先組織の形態は、上場企業が 205 名(56.5%)、その他が 137 名
(37.7%)、不明が 21 名(5.8%)であった。T2 段階での所属部門はライン系部門が 170 名
(46.8%)、スタッフ系部門が 172名(47.4%)、21名(5.8%)は無回答であった。 
 
3.3測定尺度 
社会化戦術の尺度には Jones(1986)の和訳 30項目を用い、オリジナル同様、「まったく
当てはまらない」から「よく当てはまる」に至る 7 段階尺度で回答を得た。Jones(1986)
と同様の手続きによる探索的因子分析の結果(固有値 1、主因子法、バリマックス回転)、個
別的戦術(α=.79)、内容的戦術(α=.78)、文脈的戦術(α=.74)、社会的戦術(α=.64)の 4 因
子が抽出された。なお各項目の因子負荷量は.40 を基準に、これ以下の項目や複数因子に
わたって.40以上の負荷を示した項目は省いた。これは以下の因子分析も同様である。 
個別的社会化戦術は、社会化の仕方が構造化されていない状態を意味する戦術である。
具体的には「この組織内では、自分の役割がどうあるべきかを理解するまで、ほとんどの
場合は放っておかれる」や「自分の仕事をどうやって遂行すべきかについて、先輩社員か
らほとんど指導を受けていない」をはじめとした 8項目に規定されていた。 
これに対して固定的戦術は、Jonesの 1次元モデルにおける制度的戦術の一側面を意味
する戦術で、「経験や実績を築くための異動や昇進のパターンは、この組織では非常に明確
である」や「この組織では、昇進に至る道筋・段階がはっきりと示されている」等の 4項
目に規定されていた。この戦術は各自のキャリア・パスが明示されている状況を意味する。 
残りの文脈的戦術と社会的戦術も同様に、制度的戦術の各側面を照射する因子であった。
文脈的戦術は「これまでの間、私は他の新入社員とともに、仕事に関連する共通の研修活
動に広く参加してきた」や「この組織は、新入社員全員に、同じ学習体験をさせる」など
の 4項目に規定されており、新人が集団で研修を受けたことを意味する。 
社会的戦術は、社会的相互作用が行われやすい状態を意味する次元で、「先輩社員を観察
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すれば、この組織内での自分の役割がよくわかる」や「この組織のベテラン社員は、新入
社員に助言を与えたり教育したりすることを、主要な職責の一つだとみなしている」をは
じめとする 4項目で規定されていた。 
組織環境に関する学習の尺度としては、南山大学の高橋弘司准教授の手による Chao, et 
al.(1994)の標準日本語版を用いた。元来は、職務熟達、人間関係、社内政治、言語、組織
の目標と価値、歴史の 6因子が想定されているが、因子分析の結果、組織目標に関する学
習(α=.85)、職務遂行に必要な知識の学習(α=.76)、および集団レベルの人間関係に関する
学習(α=.71)という 3因子が抽出された。 
自己イメージ学習の尺度は小川・大里(2011)が用いられ、「自分の向いている仕事がどう
いうものか、ある程度わかってきた」や「仕事経験の中で、やりたい仕事や職種が、だん
だんとはっきりしてきた」等の 5項目を規定する自己の仕事上の能力・興味・価値観のイ
メージに関する因子が抽出された(α=.82)。 
なお、組織社会化の直接的成果には組織環境に関する学習と自己イメージに関する学習
が想定されているが、両者の独立性を検討すべく、それらすべての項目を含めた因子分析
を行った。この結果、両者は独立した因子として抽出された。 
変革的組織文化の尺度には、O’Reilly, et al. (1991)と、これを和訳した 小川・大里(2010)
の分析結果を参考に、組織の変革性次元を規定していた 8項目を用いた。因子分析(主因子
法、固有値 1、プロマックス回転、因子負荷量.40以上の項目を採用)の結果、「アグレッシ
ブである」、「行動志向である」、「革新的である」、「チャンスを逃さない」および「実験を
いとわない」の 5項目によって規定された変革的組織文化を表す因子が得られ、これを尺
度として用いた(α=.87)。 
役割志向性はWest(1987)等に基づいた小川(2006)を参考に 14項目を作成し用いた。組
織文化の尺度と同様の手続きで因子分析を実施した結果、「変革的役割志向」(α=.87)と「保
守管理的役割志向」(α=.81)の 2因子が抽出された。第一因子は「会社での役割や職務で
要求されている内容を、見直したり、変えようと試みたりしている」や「仕事をする上で
の手続きを変えようとしている」といった役割の使命や目標を変えようとする役割変革的
行動と役割遂行方法を変えようとする手続き変革行動を意味する 8項目から規定されてい
た。第二因子は、「指示された内容に対し、できるだけ忠実に仕事を行う」や「職務遂行の
手続き、ルールに対し忠実に仕事を行う」など 4項目に規定されていた。 
情緒的組織コミットンメント(α=.84)は Allen & Meyer (1990b)を翻訳した高橋(1999)
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を参考に「私は今勤めている会社に、愛情を感じていると思う」、「この会社の一員であり
続けたいと思う」などの 5 項目を用いて測定した。職務業績(α=.85)は小川(2006)を参考
に、「私は大体いつも同期社員よりも高い業績を挙げている」、「私は大体いつも会社が求め
る水準を超える業績を挙げている」等の 4項目を用いて測定した。 
なお、組織文化、役割志向性、組織コミットメント、および職務業績の尺度は、いずれ
も「よく当てはまる」(5)から「まったく当てはまらない」(1)の 5段階尺度を用いた。また、
上述した全ての因子分析の結果と使用した項目は付録(table1, 2, 3,4)に示した。 
 
 
4. 分析結果 
 
4.1 組織社会化戦術の伝統的枠組みによる分析 
 仮説 1 を検討するため、変革的役割志向、保守管理的役割志向、組織コミットメント、
および職務業績を従属変数とした重回帰分析を実施した(詳細は付録 Table 5,6,7, table8)。
独立変数として個別的、文脈的、社会的、固定的の 4つの社会化戦術を投入した。この際、
性別、年齢、大学での専攻、勤務先の業界、組織形態、所属部門、異動回数、職務の自律
性、および、組織文化の変革性を統制した。なお、これ以降の分析も含め用いた全ての変
数の相関行列は付録 table 9に示した。 
制度的社会化戦術のうち有意な影響力が見られたのは社会的戦術のみであった。すなわ
ち、社会的戦術は、変革的役割志向(β=.18, 1%水準)、保守管理的役割志向(β=.13, 5%水
準)、組織コミットメント(β=.20, 0.1%水準)、および職務業績(β=.21, 0.1%水準)といった
全ての二次的成果変数に対し、有意な正の作用を及ぼしていた。一方、制度的社会化戦術
の対極に位置づけられる個別的戦術は、保守管理的役割志向に対し負の影響(β=－.17, 1%
水準)を及ぼしていたのみであった。 
以上の分析結果から仮説 1.a 「制度的組織社会化戦術は新人の保守管理役割志向を促し、
変革的役割志向を抑制するであろう。逆に言えば、個別的組織社会化戦術は新人の保守管
理的役割志向を抑制し、変革的役割志向を促進するであろう」は、一部支持された。 
仮説どおり、制度的社会化戦術の下位戦術である社会的戦術は保守管理的役割志向を促
し、制度的社会化戦術に対置される個別的社会化戦術は保守管理的役割志向を抑制してい
た。一方、仮説に反する結果として、制度的社会化戦術は変革的役割志向をむしろ促して
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おり、個別的社会化戦術はこれに対し何ら影響力を及ぼしていなかった点が挙げられる。 
 
Table 8. 二次的社会化成果に対する社会化戦術の影響 
 
 
仮説 1.b 「制度的組織社会化戦術は新人の組織コミットメントと職務業績の向上を促進
するであろう。逆に言えば、個別的組織社会化戦術は、新人の組織コミットメントと職務
業績を低下させるであろう」も同様に一部は支持された。 
仮説通り、制度的社会化戦術の下位戦術の社会的戦術は組織コミットメントと職務業績
に正の作用を及ぼしていた。しかしながら、個別的社会化戦術はこれらに対し何ら影響力
を及ぼしていなかった。 
 
4.2 個人学習の媒介効果の検証 
仮説 2の検証には媒介効果の検討が必要である。Baron & Kenny(1986)によれば、変数
が媒介効果を持つということを示す必要条件は、①独立変数の分散の水準が有意に媒介変
数の分散を説明すること、 ②独立変数の分散の水準が有意に従属変数の分散を説明するこ
と、 ③媒介変数の分散の水準が有意に従属変数の分散を説明すること、であるとされる。
この上で、独立・従属変数間の有意な関係が、媒介変数を加えることで有意でなくなる（完
全媒介）、もしくはその値が減少すれば（部分媒介）、媒介効果があるとされる。 
仮説 2a「制度的組織社会化戦術は、個人の外部環境に関する学習を促すことを通じて間
接的に保守管理的役割志向、組織コミットメント、および職務業績を向上させ、変革的役
割志向を低下させるであろう。逆に言えば、個別的組織社会化戦術は、個人の外部環境に
関する学習を阻害することを通じて間接的に変革的役割志向を高め、組織コミットメント、
β t β t β t β t
T1個別的戦術 .10 1.82 -.17 -3.01 ** -.02 -.40 .04 .78
T1内容的戦術(制度1) -.05 -.80 -.10 -1.77 .11 1.82 .02 .41
T1文脈的戦術(制度2) -.04 -.70 .10 1.60 .05 .88 -.08 -1.24
T1社会的戦術(制度3) .18 2.82 ** .13 2.11 * .20 3.25 *** .21 3.45 ***
adj.-R2
F value
df= 13, 328
統制変数（性別・年齢・専攻・業界・組織形態・所属部門・異動回数・職務自律性・変革的組織文化）は除外して表記
*p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001
2.88*** 3.83*** 4.16*** 3.53***
変革志向 保管志向 コミット 職務業績
.07 .10 .11 .09
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職務業績、および保守管理的役割志向を低下させるであろう」において、上述の①から③
の条件にあてはまった関係について、階層的重回帰分析を実施した。 
すなわち、まず仮説に挙げられた 4つの従属変数に対し、独立変数として任意の組織社
会化戦術変数を各々回帰式に投入した。第二段階で、回帰式ならびに社会化戦術の効果が
有意であった回帰式に対し、媒介変数である任意の個人の外部環境に関する学習の変数を
投入した。ここで媒介関係が認められた場合はソベル検定(Sobel, 1982)を実施した。独立
変数と媒介変数の関係a、ならびに媒介変数と従属変数の関係bが有意であったとしても、
媒介効果(a×b)は必ずしも有意であるとは言えないためである。ここで、検定量 Z値が 5%
以下で有意であった場合は媒介関係が認められると判断した。以上の手続きにより、間接
効果が認められたものは table 10に示した。 
 
Table 10. ソベル検定の結果 
 
 
分析の結果から仮説 2a は一部支持された。すなわち、制度的社会化戦術の下位戦術で
ある社会的戦術、内容的戦術、ならびに文脈的戦術は、個人の外部環境に関する学習のう
ち、組織目標に関する学習と人間集団に関する学習を促していた。また、それら社会化戦
術は、組織目標の学習を媒介して間接的に組織コミットメントと職務業績を高めていた。
さらに文脈的社会化戦術は、人間集団に関する学習を通じて保守管理的役割志向を促して
いた。また、制度的社会化戦術の対極的戦術として位置づけられる個別的社会化戦術は、
人間集団に関する学習を低下させることを通じて、保守管理的役割志向を低下させていた。
ただし、制度的社会化戦術の下位戦術である社会的戦術には、仮説とは反対に、組織目標
に関する学習を媒介して変革的役割志向を促す効果が認められた。 
同様の手続きを仮説 2.b「制度的組織社会化戦術は、個人の自己イメージに関する学習
独立変数
（組織社会化戦術）
媒介変数
(個人の学習）
従属変数
（二次的成果）
a.偏回帰係数
(独立→媒介)
b.偏回帰係数
(媒介→従属)
aの
標準誤差
bの
標準誤差
社会的戦術（制度） 組織目標 変革役割 0.592 0.3750 0.096 0.032 5.46 ***
社会的戦術（制度） 組織目標 組織コミット 0.592 0.3550 0.096 0.024 5.69 ***
社会的戦術（制度） 組織目標 職務業績 0.592 0.2740 0.096 0.019 5.67 ***
内容的戦術（制度） 組織目標 組織コミット 0.307 0.3550 0.083 0.024 3.59 **
文脈的戦術（制度） 組織目標 組織コミット 0.237 0.3550 0.077 0.024 3.01 **
文脈的戦術（制度） 人間集団 保管役割 0.086 0.1640 0.031 0.046 2.19 **
個別的戦術 人間集団 保管役割 -0.076 0.1640 0.020 0.046 -2.60 *
社会的戦術（制度） 自己学習 変革役割 0.326 0.5390 0.057 0.071 4.57 ***
社会的戦術（制度） 自己学習 組織コミット 0.326 0.3700 0.057 0.06 4.19 ***
社会的戦術（制度） 自己学習 職務業績 0.326 0.2990 0.057 0.046 4.29 ***
*p<.05, **p<.01 , ***p<.001
Z
仮説2b
仮説2a
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を促すことを通じて間接的に変革的役割志向を向上させるであろう。ただしこの際、自己
イメージの学習は、組織コミットメントや職務業績には関連しないであろう。逆に言えば、
個別的組織社会化戦術は、個人の自己イメージに関する学習を阻害することを通じて間接
的に保守管理的役割志向を高めるであろう」についても行った。つまり、独立変数として
組織社会化戦術の変数を、媒介変数として自己イメージの学習を用いて同様の手続きで階
層的重回帰分析を実施し、媒介関係が予想された関係についてソベル検定を実施した。間
接効果が認められた経路については同様に table 10に示した。 
この結果から、仮説 2.bについても一部は支持されたと言える。すなわち、制度的社会
化戦術の下位戦術である社会的戦術は自己イメージに関する学習を促すことを通じて媒介
的に変革的役割志向を高めていた。ただし、仮説に反し、組織コミットメントと職務業績
を高める間接効果も認められた。また、制度的社会化戦術に対置される個別的社会化戦術
は、個人の自己イメージ学習に対し何ら効果を及ぼしていなかった。 
 
4.3 組織文化による調整効果の検証 
組織文化の変革性による組織社会化戦術と役割志向性の関係の調整効果をについて検討
するため、変革的役割志向と保守管理的役割志向を従属変数とした階層的重回帰分析を実
施した。 
第一段階では、性別、年齢、大学での専攻、勤務先の業界、組織形態、所属部門、異動
回数、および職務の自律性を制御した上で、調整変数の変革的組織文化を投入した。第二
段階では、独立変数として個別的、文脈的、社会的、固定的の 4つの社会化戦術を投入し
た。第三段階において、独立変数である 4種の社会化戦術と調整変数である変革的組織文
化との交互作用項を投入した(Table 11)。 
変革的役割志向について、第一段階では変革的組織文化が 5%水準で正の効果(β.=11, 
t=2.00)を及ぼしていた。しかし第二段階で社会化戦術が投入されると有意ではなくなり、
制度的社会化戦術の下位戦術として位置づけられる社会的社会化戦術が 1%水準で正の効
果(β=.18, t=2.82)を示した。第三段階で変革的組織文化と組織社会化戦術との交互作用項
が投入されたが、それらにはいずれも有意な影響が認められなかった。仮説にあった独立
変数のうち、唯一、社会的戦術のみが 1%水準での正の効果(β=.17)を示し続けた。 
保守管理的役割志向を従属変数として同様の手続きを行った(table 12)。この結果、変革
的組織文化は全ての段階で有意な作用を及ぼしていなかった。また個別的社会化戦術は
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1%水準で有意な負の作用(β=－.17, t=－3.01)を、制度的戦術の下位戦術である社会的戦
術は 5%水準で有意な正の作用(β=.13, t=2.11)を示していた。この傾向は交互作用項が投
入された第三段階でも同様であった。すなわち、個別的社会化戦術は 1%水準での有意な
負の効果(β=－.18, t=－3.16)を示し、社会的戦術は 5%水準で有意な正の影響(β=.13, 
t=2.04)を示していた。 
ただし、変革的組織文化と社会化戦術の全ての交互作用項は有意な効果を示さなかった。
つまり、変革的組織文化には、社会化戦術と役割志向性の関係における調整効果が認めら
れなかった。 
 
Table.11 変革的役割志向に対する組織文化の調整効果の検討 
 
 
以上を踏まえると、仮説 3「組織社会化戦術が制度的であっても、組織文化が変革志向
であれば、新人の変革的役割志向を促し、保守管理的役割志向を抑制するであろう。逆に、
組織社会化戦術が個別的であっても、組織文化が変革志向であれば、新人の保守管理的役
割志向を促すと同時に、その変革的役割志向を抑制するであろう。すなわち、組織文化の
従属変数：T2変革的役割志向
β β β
性別D -.19 -3.32 *** -.17 -3.05 ** -.18 -3.12 **
年齢 .04 .65 .04 .71 .05 .73
専攻D .05 .84 .05 .76 .05 .75
業界D .04 .66 .04 .67 .04 .72
組織形態D .12 2.22 * .13 2.37 * .14 2.39 *
T2所属部門D .08 1.41 .09 1.65 .09 1.73
T2異動回数 .02 .30 .02 .37 .01 .26
T2職務の自律性 .09 1.60 .10 1.80 .10 1.81
T1変革的組織文化 .11 2.00 * .08 1.37 .08 1.44
T1個別的戦術 .10 1.82 .09 1.63
T1内容的戦術(制度1) -.05 -.80 -.06 -.93
T1文脈的戦術(制度2) -.04 .70 -.04 -.57
T1社会的戦術(制度3) .18 2.82 ** .17 2.73 **
個別戦術×変革文化 .06 1.00
内容戦術×変革文化 .00 .02
文脈戦術×変革文化 -.04 -.62
社会戦術×変革文化 .01 .07
adj.-R2
F値
ｄｆ
F変化量 2.37
 *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001
0.36
3.05** 2.88*** 2.27***
9;332 13;328 16;325
t t t
.05 .07 .06
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変革性は、組織社会化戦術と役割志向性の関係を調整するであろう」は支持されなかった。 
 
Table.12 保守管理的役割志向に対する組織文化の調整効果の検討 
 
 
 
4.4 変革的役割志向の規定要因 
 調整効果の検討に用いられた重回帰分析において、変革的役割志向を促していた社会化
戦術の要因は社会的戦術のみであった。また、保守管理的役割志向を促した社会化戦術要
因も社会的戦術であった。すなわち、同じ要因がいずれの役割反応にもそれらを高める方
向で作用していた。また、階層的重回帰分析の結果から、組織社会化の過程において個別
的社会化戦術が保守管理的役割志向性を抑制することが示唆されたが、変革的役割志向性
には何ら作用していなかった。つまり、組織社会化戦術には変革的役割志向のみを独自に
規定する要因が見られなかった。 
 しかし、個人の学習、とりわけ自己イメージの学習は、唯一、保守管理的役割志向には
作用せず、変革的役割志向には有意な作用を及ぼしていた。また組織目標に関する学習も、
従属変数：T2保守管理的役割志向
β β β
性別D .08 1.42 .07 1.21 .06 1.08
年齢 -.07 -1.05 -.03 -.49 -.03 -.49
専攻D .07 1.14 .09 1.50 .09 1.44
業界D -.03 -.40 .00 .02 -.00 -.07
組織形態D .15 2.67 ** .12 2.17 * .12 2.22 *
T2所属部門D .11 2.05 * .10 1.78 .09 1.72
T2異動回数 -.04 -.66 -.01 -.11 -.01 -.16
T2職務の自律性 -.11 -1.99 * -.12 -2.35 * -.14 -2.67 **
T1変革的組織文化 .00 .00 -.03 -.50 -.02 -.43
T1個別的戦術 -.17 -3.01 ** -.18 -3.16 **
T1内容的戦術(制度1) -.10 -1.77 -.10 -1.76
T1文脈的戦術(制度2) .10 1.60 .11 1.71
T1社会的戦術(制度3) .13 2.11 * .13 2.04 *
個別戦術×変革文化 .09 1.39
内容戦術×変革文化 .07 1.04
文脈戦術×変革文化 .07 1.07
社会戦術×変革文化 -.07 -1.07
adj.-R2
F値
ｄｆ
F変化量
 *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001
1.53
2.34* 3.85*** 3.32***
9;332 13;328 17;324
6.87***
t t t
.03 .10 .10
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変革的役割志向に対し正の作用を示していた。 
そこで、組織社会化過程において変革的役割志向を独自に規定する要因を探求するため、
社会化戦術に加え、媒介要因として挙げられた個人の学習を投入して、階層的重回帰分析
を実施した。 
すなわち、媒介効果の検討では、個々の社会化戦術と個々の学習内容の組み合わせごと
に媒介効果を検討したが、ここでは、全ての社会化戦術と学習内容を同時に回帰式に投入
することで、総合的な文脈の中でよりクリティカルな要因を探求する試みであると言える。 
具体的には、第一段階でこれまでと同様の統制変数、変革的組織文化、および組織社会
化戦術の変数を加え、第二段階で組織環境に関する学習(組織目標に関する学習、職務遂行
に関する学習、人間集団に関する学習)を、第三段階では自己イメージの学習を投入した
(table 13)。 
 
Table 13. 変革的役割志向に対する階層的重回帰分析の結果 
 
 
従属変数：T2変革的役割志向
β β β
性別 -.17 -3.05 ** -.07 -1.35 -.07 -1.34
年齢 .04 .71 .02 .42 .02 .33
専攻 .05 .76 .01 .21 .00 .08
業界 .04 .67 .02 .37 .03 .57
組織形態 .13 2.37 * .07 1.32 .07 1.41
T2所属部門 .09 1.65 .01 .28 .01 .25
T2異動回数 .02 .37 .03 .55 .03 .54
T2職務の自律性 .10 1.80 .05 1.07 .03 .70
T1変革的組織文化 .08 1.37 .04 .77 .02 .41
T1個別的戦術 .10 1.82 .06 1.21 .07 1.38
T1内容的戦術(制度1) -.05 -.80 -.09 -1.71 -.09 -1.62
T1文脈的戦術(制度2) -.04 -.70 -.03 -.58 -.03 -.55
T1社会的戦術(制度3) .18 2.82 ** .03 .60 .01 .16
T2組織目標学習 .52 9.89 *** .45 7.91 ***
T2職務遂行学習 .01 .24 .03 .58
T2人間集団学習 -.06 -1.13 -.08 -1.52
T2自己イメージ学習 .17 3.24 ***
adj.-R2
F値
ｄｆ
F変化量
*p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001
10.49***34.48***
2.88*** 9.52*** 9.84***
13;328 16;325 17;324
t t t
.07 .29 .31
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分析の結果、第一段階で変革的役割志向を規定していた社会的戦術の作用(β=.18, 1%水
準)は組織環境に関する学習を投入した第二段階以降では有意ではなくなった。代わりに、
組織環境に関する学習のうちの組織目標に関する学習が 0.1%水準で正の効果(β=.52, 
t=9.89)を示し、第三段階でも、0.1%水準で同様の傾向を示した(β=.45, t=7.91)。第三段
階ではさらに、加えられた自己イメージに関する学習が 0.1%水準で正の効果(β=.17, 
t=3.24)を示した。 
同様の分析を、保守管理的役割志向に対して行った結果(table 14)、個別的社会化戦術は
一貫して有意な負の作用を示していたが、第一段階で有意であった制度的社会化戦術の下
位戦術である社会的戦術の作用は、第二段階以降では認められなくなった。第二段階以降
では、代わりに、組織目標の学習と集団関係に関する学習が 0.1％水準での正の効果を、
職務遂行に関する学習が 0.1%水準で負の効果を示していた。第三段階で投入した自己イメ
ージに関する学習は、有意な作用を及ぼしていなかった。 
 
Table 14. 保守管理的役割志向に対する階層的重回帰分析の結果 
 
従属変数：T2保守管理的役割志向
β β β
性別 .07 1.21 .09 1.76 .09 1.79
年齢 -.03 -.49 -.03 -.56 -.03 -.61
専攻 .09 1.50 .08 1.48 .08 1.42
産業 .00 .02 .01 .13 .01 .23
会社形態 .12 2.17 * .07 1.37 .07 1.40
T2所属部門 .10 1.78 .01 .21 .01 .19
T2異動回数 -.01 -.11 -.03 -.62 -.03 -.63
T2職務の自律性 -.12 -2.35 * -.10 -2.15 * -.11 -2.33 *
T1変革的組織文化 -.03 -.50 -.02 -.35 -.03 -.53
T1個別的戦術 -.17 -3.01 ** -.11 -2.19 * -.11 -2.12 *
T1内容的戦術(制度1) -.10 -1.77 .02 .38 .02 .44
T1文脈的戦術(制度2) .10 1.60 .05 .95 .05 .97
T1社会的戦術(制度3) .13 2.11 * .03 .52 .02 .30
T2組織目標学習 .23 4.32 *** .19 3.34 ***
T2職務遂行学習 -.43 -8.26 *** -.42 -8.07 ***
T2人間集団学習 .19 3.62 *** .18 3.41 ***
T2自己イメージ学習 .09 1.61
adj.-R2
F値
ｄｆ
F変化量
*p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001
2.59
3.83*** 8.82*** 8.50***
13;328 16;325 17;324
26.48***
t t t
.10 .27 .27
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以上の分析を踏まえると、変革的役割志向と保守管理的役割志向の双方を規定する要因
は、組織社会化戦術ではなく、組織目標に関する学習という個人による外部環境の学習で
あった。さらに、「自己イメージに関する学習」は、媒介効果の検証結果と同様に、総合的
な文脈においても保守管理的役割志向には作用せず、変革的役割志向に対してのみ作用し
ていた。この結果から、自己イメージの学習は、変革的役割志向を規定する、組織社会化
過程の独自要因として注目してよいように思われる。 
以上の結果は、役割反応を直接に規定する社会化戦術の伝統的枠組みとは異なった結果
であり、その基本枠組みを見直すための契機の一つと考えられる。次節では今回の実証結
果を踏まえた、社会化戦術研究の枠組み修正に向けた考察を行う。 
 
 
5. 考察 
 
5.1 社会化戦術の枠組みの見直し 
Jones(1986)により整理された伝統的な組織社会化戦術の枠組みは、制度的対個別的と
いう社会化戦術の対極関係を前提にしている。その上で、保守管理的役割志向と変革的役
割志向性という、やはり対極的な従属変数を想定し、制度的戦術と保守管理的役割志向、
個別的戦術と変革的役割志向という比較的単純な関係で説明している。 
このモデルでは、個人の役割は組織に比べて微弱であるということを前提に、組織から
の作用のみで個人の役割志向反応を説明しようとしている。その意味で、刺激反応結合的
モデルであり、刺激としての社会化戦術、反応としての役割志向性という関係に基づく仮
説体系であった。 
 しかし、今回の調査結果から、上記の前提は必ずしも適切ではない可能性が示唆される。
第一に、制度対個別という社会化戦術の対極性への疑問を提起した。Jones(1986)のフル・
スケールを用いた探索的因子分析の結果では、制度的社会化戦術と個別的社会化戦術は別
次元の戦術として抽出された。より具体的には、制度的社会化戦術はその意味にのっとっ
た Jones(1986)の 3次元モデルに近い 3つの次元として抽出され、これとは別な独立次元
として個別的社会化戦術次元が現れた。 
また、役割志向性に対する影響も、制度的戦術が正の効果の際、その対極的戦術が負の
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効果を持つといった単純な関係は、今回の調査では見られなかった。個別的社会化戦術は
保守管理的役割志向に対し負の影響を示したが、変革的役割志向には何ら影響力を示さな
かった。元来の枠組みであれば、個別的社会化戦術は変革的役割志向に正の作用を持つも
のとされている。同様に、制度的社会化戦術の下位次元である社会的社会化戦術は、保守
管理的役割志向と変革的役割志向の、いずれに対しても正の作用を示した。 
以上の結果から、社会化戦術における制度対個別の軸も、役割志向性における保守対変
革の軸も、そのような一次元的な対極関係ではないことが示唆される。むしろ、各々独立
した次元ないし変数として議論されるべきであろう。 
特に、今回の結果、社会化戦術の中で相対的に重要な要因であることが示唆されたのは、
既存成員との相互作用の側面を照射する社会的戦術であった。このこと自体は Van 
Maanen & Schein(1979)において指摘されていたが、改めてその説明力の強さが示された。
むしろ、組織社会化戦術とひとまとめにして議論をするよりも、社会的側面にかかわる人
的相互作用の側面と、それ以外の制度的な側面としての研修やキャリア計画を分けて議論
する方が適切であるのかもしれない。 
 伝統的組織社会化戦術研究の枠組みに対する第二の修正提案は、社会化戦術と役割志向
性のS-R結合から、媒介要因として個人の学習を介在させるべきである、という点である。
媒介効果の検証で明らかになったように、社会化戦術の作用はむしろ個人の学習を通じて
間接的に作用する可能性が高い。 
とりわけ、変革的役割志向性の規定要因の中で明らかになったように、社会化戦術の中
で相対的に重要であると考えられた社会的戦術すら、個人の学習変数と同じ回帰式に投入
されるとその説明力を失った。むしろ有力なのは個人の学習であり、社会化戦術と役割志
向性をはじめとした成果変数の間には、個人の学習を想定したモデルを構築することが適
切であるように思われる。 
なお、変革的役割志向について、組織文化の変革性が何ら調整的役割を示していなかっ
た点については、結論めいた主張を行うのはやや性急に思われる。変革的組織文化が 5%
水準で変革的役割志向を規定していた回帰式が存在したことと、そもそも、こうした調整
的関係を加味した研究は管見の限り本研究のみであったことを踏まえると、組織文化の変
革性による調整効果については、その再検証あるいは実証的蓄積が求められるように思わ
れる。 
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5.2 変革的役割志向と段階モデル 
 ここでは以上の社会化戦術の議論の延長として、組織社会化の成果の考え方について考
察したい。前節では、保守管理的役割志向と変革的役割志向は同時点での対極的関係にあ
る成果ではなく、別次元の変数である可能性を指摘した。ここではさらに、両社は段階的
な関係にあるという仮説を提起したい。すなわち、役割保守管理的志向がまず生じ、さら
なる職務遂行能力の進展の後に、役割変革志向が生じるという仮説である。 
 この仮説自体は、必ずしも新奇なものではない。いわゆる伝統的な組織社会化の段階モ
デルにおいて既に指摘されている。たとえば Feldman(1976)は組織社会化の成果の一つに
相互の影響を挙げている。相互の影響とは、個人が所属部門において仕事を行う方法に及
ぼすコントロールあるいは権力を感じる程度であり、Van Maanen & Schein(1979)が言う
ところの手続き的役割革新行動の主観的側面である。すなわち役割の目標は据え置くが、
その遂行方法に変化工夫を加える行動についての効力感であると言えよう。 
また Katz(1980)は、組織社会化の段階を在職期間に応じて、社会化（数ヶ月間）、革新
（6か月から 3年程度）、適応（5年目以降）の 3段階に区分している。当初の数カ月は不
確実性が高い状況であり、なによりもまず仕事集団に受け入れられ、成員として機能する
上で必要な社会的行動や態度を学ぶ時期であると考えられている。上司や同僚との社会的
相互作用を通じて職務環境を知り、特定の環境に関する広範な経験の解釈や理解のための
スキーマを発達させる。こうして状況が定められ、自身の役割アイデンティティが形成さ
れていくことで、個人は心理的安全あるいは受容感を得る。不確実性に戸惑っていた個人
は、安全の欲求が満たされると、その注意を社会的な関心から本来のタスクへと向け、次
の革新段階へ移行するとされる。 
この段階では、状況の不確実性に悩まなくなるため、職務に対しより多くの注意を向け
ることが可能になる。従って、この段階では職務への挑戦や職務達成の欲求が増し、また
実際に職務遂行をする中で、貢献の意識を高める。そして逆に職務環境に対し影響を及ぼ
し、実際に変化させようとする。仕事環境を変化させるという行為によって、仕事や仕事
状況に新たな意味を見出し、職務特性からの内発的な動機付けを得、職務関与の水準を高
めるとされる。 
 つまり、Katz(1980)では個人の学習のあり方として、人間集団に関する学習に基づく集
団への適応が第一の課題として挙げられ、この上で職務遂行への関心が向けられる。さら
に職務貢献が得られると、仕事やその状況に新しい意味を見出そうと、職務環境を変化さ
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せようとする行動に出るとされている。これは Van Maanen & Schein(1979)の言う、役割
革新行動に他ならない。すなわち役割遂行の方法だけではなく、その目標や使命をも変化
させようとする役割志向である。 
 今回の分析では、変革的役割志向性に対しては、人間集団に受け入れられるための学習
も、職務遂行に関する学習も何ら作用を及ぼしていなかった。しかし、保守管理的役割志
向性に対しては、人間集団に関する学習が一貫して正の影響力を、職務遂行に関する学習
は一貫して負の作用を示していた(table 14)。 
このことは、Katz(1980)のモデルを用いた説明が可能であろう。つまり、求められる役
割に素直に応じる保守管理的役割志向は職場の人間に受け入れられていることを求めてい
る時期に示される態度と考えられる。しかし、職務遂行能力が高まると、ただ言われたま
まに応じる態度はとらなくなるのかもしれない。ただし、T2 の測定時点が入社 1 年後で
あることを踏まえると、彼（女）らは職務遂行に関する学習の途上段階にあり、したがっ
て役割変革行動として表出するまでには至っていなかった可能性も考えられる。その結果、
職務遂行に関する知識は保守管理的役割志向性に負の効果を示したものの、変革的役割志
向には、測定段階では、有意な影響を及ぼしていなかったのかもしれない。こうした推論
は想像の域を出ておらず、その妥当性については、以後、継続的かつ長期的な調査の中で
探求する必要がある。 
本研究の限界として、一次的社会化成果の個人学習の変数と、二次的社会化成果である
役割志向性が同時点(T2)で収集されていることが挙げられる。したがって、両者は因果の
関係というよりも同時点での態度状態を示しているだけである可能性があり、より長期的
なスパンに基づく調査が求められよう。 
 この限界については、組織文化の調整効果についても同様の指摘が可能であろう。すな
わち、組織文化のようなより深いレベルでの価値観の浸透には一定の時間経過が必要であ
る可能性があり、その影響が調整効果として表れるのに、1 年という期間は短すぎた可能
性がある。この意味でも 2年 3年といったスパンの中で組織社会化のあり方を探求する必
要性が示唆される。特に、組織社会化の過程におけるキャリア発達過程としての側面に注
目する本研究ようなの場合は、そうした長期的な調査デザインが、一層求められるであろ
う。 
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5.3 変革的役割志向性の規定要因としての自己イメージ 
本研究の目的は、組織社会化戦術と個人の役割志向との関係における個人学習の媒介効
果と、組織文化の調整効果について検討し、新人の変革的役割志向が組織社会化過程のど
のような作用によって生じるのかについて探求することであった。 
前節では、個人学習の媒介効果と組織文化の調整効果について議論したため、ここでは
変革的役割志向性の規定要因について考察を加える。本研究の結果では、変革的役割志向
の規定要因は、組織社会化戦術自体ではなく、それが促す個人の学習成果であることが示
唆された。 
具体的には、組織目標に関する学習と自己イメージに関する学習であったが、組織目標
に関する学習は保守管理的役割志向についてもこれを促す効果が認められた。組織につい
ての歴史的経緯に基づく理念目標の学習は、それ自体が現在の役割遂行を意味づけるもの
になるであろう。組織全体の目標はそれに貢献する下位システムとしての職務役割に意味
を与える。一人ひとりの役割は細分化されているかもしれないが、全体としてどのような
意義があるのかが分かれば、現在の役割遂行を動機づける作用をもつであろう。 
一方で、個々の役割は、組織的分業という文脈の中にあるがゆえに、組織全体の上位目
標とは異なる部分最適的な目標や使命を持っている可能性がある。場合によっては一見、
全体目標と矛盾した様相を呈するかもしれない。その際には、全体目標を認識することは、
今の役割の使命やその遂行のあり方に対して見直しや改善を迫る可能性がある。 
 あるいは、前述したように、役割志向性が、保守管理的なものから変革的なものへと段
階的に発展するものであるとすれば、比較的早い段階で進む組織目標に関する学習が、時
間差を持って、ただ単純に保守管理的な志向性と変革的志向性の双方に相関している可能
性もある。この場合はむしろ、組織目標に関する学習が保守管理的役割志向を促し、与え
られた役割を忠実にこなす中で課題を発見し、役割に対する変革を行おうとするといった
媒介的関係が存在する可能性もある。 
 今回の研究で新たに提起したのは、自己イメージの学習であった。自己イメージの学習
は保守管理的役割志向には有意な作用を示さず、変革的役割志向にのみ作用していた唯一
の変数であった。 
 自分が行いたいことや得意なこと、あるいは大切であると感じることは、今ある役割を
変えていく上での動機づけ、とりわけその強さや方向性を与える要素であるように思われ
る。自分の興味や能力を把握すればするほど、与えられた役割が自分に適合的かどうか判
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断がしやすい。また人間は生来の性質として、その自覚された自己を環境に反映させよう
とする(Baudura, 1986; Gist, 1987; Holland, 1985; White, 1959)。またその能力の伸長あ
るいは自覚に伴って適切に環境（この場合は役割や役割期待のセット）に対して変革を働
きかけることが可能になってくるであろう。Hall(2002)が言うように、コンパスとしての
自己イメージのみならず、役割変革を動機づける内的な力として作用しているのかもしれ
ない。 
役割の「変革」は、遂行方法にかかわる軽微な改善程度かもしれないし、根本的な見直
しを伴うものかもしれない。前述したように、場合によっては役割の拒絶を意味すること
もありうるであろう。ただし、今回の調査の範囲では、変革的役割志向性は、組織コミッ
トメントと職務業績の双方と有意な正の相関関係を示していた。この意味では、組織社会
化過程の中で現れる変革的役割志向は、役割拒絶的な性質の変革ではなく、組織目標と整
合的で業務遂行を促進するような志向性であったように思われる。 
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付録 
 
Table 1 . 組織社会化戦術尺度の因子分析の結果 
 
 
Table 2. 個人の学習（組織社会化の一次的成果）尺度の因子分析の結果 
 
 
 
個別的 固定的 文脈的 社会的
28この組織内では、自分の役割がどうあるべきかを理解するまで、ほとんどの場合は放っておかれる 0.74 0.04 -0.15 -0.07 0.58
17自分の仕事をどうやって遂行すべきかについて、先輩社員からほとんど指導を受けていない 0.65 0.10 -0.19 -0.11 0.48
26ベテラン社員たちは、私が彼らの期待に応えられるようになるまで、ある程度距離を置いていたと感じる 0.62 0.11 0.04 -0.21 0.44
23自分の仕事に関する知識の大半は、正式に教わったのではなく、試行錯誤の中で得た 0.55 -0.03 -0.15 0.13 0.34
22この組織では、今の仕事の前任者や同じ仕事をしている先輩社員と、会ったり話したりする機会は、ほとんどない 0.50 0.26 -0.02 -0.20 0.36
30今後の私に何が起こるのかということについては、その大半が、通常の組織の伝達経路からというよりも、むしろ非公式な情報網から得られる 0.50 0.05 0.01 0.04 0.25
24この組織において、いつ新しい職務の割り当てや研修が行なわれるのか、ほとんど知らない 0.46 -0.20 -0.15 -0.10 0.28
15この組織に受け入れられるように、自分の態度や価値観を変えなければならなかった 0.45 0.08 0.20 0.05 0.25
16経験や実績を築くための異動や昇進のパターンは、この組織では非常に明確である 0.04 0.74 0.08 0.23 0.61
27この組織では、昇進に至る道筋・段階がはっきりと示されている 0.01 0.65 0.13 0.22 0.49
18この組織では、様々な出来事を、決まったタイム・テーブルに沿ってこなしていくことで昇進して行くということが、明確に伝えられている 0.13 0.60 0.08 0.07 0.39
4この組織では、ある役割の次はこの役割、ある職種の次はこの職種といったような、はっきりした異動のパターンがある 0.07 0.53 0.23 0.03 0.34
1これまでの間、私は他の新入社員とともに、仕事に関連する共通の研修活動に広く参加してきた -0.12 0.08 0.64 0.09 0.44
2仕事に関する色々なスキルについて、しっかりとした知識を得られるように用意された、新人向けの研修を受けた -0.23 0.21 0.64 0.16 0.53
13この組織は、新入社員全員に、同じ学習体験をさせる -0.03 0.13 0.56 0.16 0.35
7自分の職務に求められるものを理解する上で、他の新人の存在が助けになっている 0.07 0.10 0.52 0.23 0.34
11先輩社員を観察すれば、この組織内での自分の役割がよくわかる -0.02 0.12 0.11 0.60 0.38
5この組織のベテラン社員は、新入社員に助言を与えたり教育したりすることを、主要な職責の一つだとみなしている -0.28 0.14 0.30 0.50 0.44
6他の社員が経験してきたことを見ていると、この組織での将来の自分のキャリア・パスが予想できる -0.02 0.22 0.16 0.43 0.26
3私は、この組織において自分のスキルや能力はとても重要なものであると感じさせられてきた -0.04 0.10 0.29 0.40 0.26
固有値 2.75 1.92 1.84 1.31 7.83
寄与率（％） 13.7 9.6 9.2 6.6
累積寄与率（％） 13.7 23.4 32.6 39.1
（主因子法・バリマックス回転）
項目
因子負荷量
共通性
組織目標 自己イメージ 職務遂行 人間関係
b.学29この会社の歴史についてよく知っている 0.72 -0.16 0.08 -0.01
b.学34私は、会社が決めた目標を支持している 0.70 -0.08 0.25 -0.06
b.学14私は会社が長いあいだ保ってきた伝統について知っている 0.69 -0.08 0.00 -0.02
b.学11会社の目標は、私の目標でもある 0.57 0.11 0.01 0.07
b.学24仕事上の義務を、私はすべて理解している 0.53 -0.02 0.01 0.03
b.学20この会社の目標を理解している 0.50 0.09 0.17 -0.24
b.学19仕事上の課業（タスク）をマスターしている 0.49 0.08 -0.07 -0.09
b.学28この会社で働く人の活動の裏にある動機を、よく理解している 0.49 0.01 -0.12 0.07
b.学21自分の所属部署や一緒に仕事をしているグループの中で、私は頼りになる存在である 0.49 0.11 -0.16 0.09
b.学31私は会社の中でとても人気がある 0.47 0.09 -0.10 -0.02
b.学3私は、自分の会社を代表するような従業員である 0.40 0.10 -0.16 0.24
b.自2自分の向いている仕事がどういうものか、ある程度わかってきた -0.09 0.79 0.01 -0.05
b.自4仕事経験の中で、やりたい仕事や職種が、だんだんとはっきりしてきた 0.03 0.73 -0.02 0.01
b.自1職務経験が増えるにつれて、以前よりは、やりたい仕事がわかってきた -0.03 0.73 0.05 -0.03
b.自10仕事経験の中で、自分の価値観がはっきりしてきた 0.02 0.61 0.00 -0.08
b.自7どんな仕事でならば自分の力が発揮できるのか、よく理解している 0.19 0.54 -0.09 0.00
b.学15私は、会社の中で使われる省略形の言葉をいつも理解しているわけではないR 0.06 0.09 0.68 0.10
b.学6自分の職務に関する特別な用語や専門用語をまだマスターしていないR -0.11 0.09 0.64 0.21
b.学22自分の仕事をうまくこなしていくうえで必要な技能（スキル）や能力を、私はまだ十分に身につけていないR -0.02 0.04 0.60 -0.14
b.学26どうすれば自分にとっていちばん望ましい仕事の割り当てがされるのか、いつも分かっているわけではないR 0.10 -0.10 0.55 -0.11
b.学12会社の中で使われる特有の言葉や言い方をまだマスターしていないR -0.04 0.10 0.48 0.35
b.学17会社の価値観をいつも信じているわけではないR -0.05 -0.03 0.47 -0.14
b.学23自分の働く会社の「社内政治」についてはよくわからないR 0.06 -0.11 0.45 0.00
b.学10自分は社内での他の社員同士の集まりからは締め出されてしまっているR 0.09 -0.06 -0.13 0.81
b.学27この会社の中の非公式なネットワークや集まりから、自分は外れていることが多いR -0.03 0.01 0.07 0.69
b.学13一緒に仕事をしているグループの中で、私は「やっかい者」と見なされやすいR 0.05 -0.09 0.07 0.57
b.学4一緒に働く同僚で、友だちと思える人はいないR -0.07 -0.02 -0.06 0.42
（主因子法 、プロマックス回転）
Rは逆転項目
項目
因子負荷量
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Table 3. 役割志向性の尺度の因子分析の結果 
 
 
Table 4. 組織コミットメントと職務業績の尺度一覧（両者ともに一因子構造） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
変革志向 保管志向
b.役革1会社での役割や職務で要求されている内容を、見直したり、変えようと試みたりしている 0.73 0.03
b.手革1仕事をする上での手続きを変えようとしている 0.72 -0.10
b.手革2仕事をする際にはいつも、今とは別のやり方を提案している 0.71 -0.06
b.役革3与えられた仕事目標だけでなく、何か新しい目標を加えている 0.70 0.07
b.役革2私は会社での役割における使命や目的を変えている 0.70 -0.01
b.手革3どんな仕事でも自分なりの工夫を欠かさない 0.66 0.15
b.役革4会社での役割や、仕事の目標そのものを、あえて変えようとしている 0.64 -0.22
b.手革4仕事のやり方や手続きは、自分なりに工夫し、変えるようにしている 0.63 0.13
b.役保2指示された内容に対し、できるだけ忠実に仕事を行う -0.03 0.78
b.役保6職務遂行の手続き、ルールに対し忠実に仕事を行う 0.03 0.73
b.役保5与えられた目標に沿って忠実に仕事をしている 0.12 0.70
b.役保4できるだけ教えられたとおりのやり方で仕事をしている -0.10 0.65
（最尤法、プロマックス回転）
項目
因子負荷量
職務業績の項目 因子負荷量
b.業3私は大体いつも同期社員よりも高い業績を挙げている 0.83
b.業4私は同期の中でかなり上位の評価を得ている 0.83
b.業2私は大体いつも会社が求める水準を越える業績を挙げている 0.82
b.業1社内あるいは部署内での、私の評価は基本的に高い 0.79
主因子法
組織コミットメントの項目 因子負荷量
b.コミ3私は今勤めている会社に、愛情を感じていると思う 0.83
b.コミ2この会社の一員であり続けたいと思う 0.81
b.コミ5私は、この会社の一員なのだ、と強く感じることがある 0.72
b.コミ6私の価値観はこの組織の価値観と似ている 0.71
b.コミ4私は、会社の外の人に、自分の会社のことを話すのが楽しい 0.68
主因子法
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Table 5. 変革的役割志向性への社会化戦術の影響 
 
 
Table 6. 保守管理的役割志向への社会化戦術の影響 
 
 
従属変数：T2変革的役割志向
β β
性別 -.19 -3.32 ** -.17 -3.05 **
年齢 .04 .65 .04 .71
専攻 .05 .84 .05 .76
業界 .04 .66 .04 .67
組織形態 .12 2.22 * .13 2.37 *
T2所属部門 .08 1.41 .09 1.65
T2異動回数 .02 .30 .02 .37
T2職務の自律性 .09 1.60 .10 1.80
T1変革的組織文化 .11 1.98 * .08 1.37
T1個別的戦術 .10 1.82
T1内容的戦術(制度1) -.05 -.80
T1文脈的戦術(制度2) -.04 -.70
T1社会的戦術(制度3) .18 2.82 **
adj.-R2
F値
ｄｆ
F変化量 2.37
 *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001
3.05** 2.88***
9;332 13;328
t t
.05 .07
従属変数：T2保守管理的役割志向
β β
性別 .08 1.42 .07 1.21
年齢 -.07 -1.05 -.03 -.49
専攻 .07 1.14 .09 1.50
業界 -.03 -.40 .00 .02
組織形態 .15 2.67 ** .12 2.17 *
T2所属部門 .11 2.05 * .10 1.78
T2異動回数 -.04 -.66 -.01 -.11
T2職務の自律性 -.11 -1.99 * -.12 -2.35 *
T1変革的組織文化 .00 .00 -.03 -.50
T1個別的戦術 -.17 -3.01 **
T1内容的戦術(制度1) -.10 -1.77
T1文脈的戦術(制度2) .10 1.60
T1社会的戦術(制度3) .13 2.11 *
adj.-R2
F値
ｄｆ
F変化量 6.87***
*p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001
2.34* 3.83***
9;332 13;328
t t
.03 .10
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Table 7. 組織コミットメントへの社会化戦術の影響 
 
 
従属変数：T2組織コミットメント
β β
性別 -.12 -2.14 -.10 -1.70
年齢 -.04 -.70 -.04 -.59
専攻 -.00 -.01 -.01 -.18
業界 -.03 -.41 -.05 -.83
組織形態 .13 2.33 * .09 1.65
T2所属部門 .13 2.38 * .13 2.53 *
T2異動回数 -.02 -.43 .01 .09
T2職務の自律性 .07 1.39 .08 1.44
T1変革的組織文化 .13 2.32 * .07 1.19
T1個別的戦術 -.02 -.40
T1内容的戦術(制度1) .11 1.82
T1文脈的戦術(制度2) .05 .88
T1社会的戦術(制度3) .20 3.25 ***
adj.-R2
F値
ｄｆ
F変化量 7.06***
 *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001
2.67** 4.16***
9;332 13;328
t t
.04 .11
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Table 8. 職務業績への社会化戦術の影響 
 
 
 
 
 
 
 
従属変数：T2職務業績
β β
性別 -.22 -3.85 *** -.19 -3.38 ***
年齢 .09 1.48 .10 1.60
専攻 .01 .15 -.00 -.02
業界 .15 2.45 * .14 2.28 *
組織形態 .08 1.46 .08 1.47
T2所属部門 .13 2.41 * .14 2.54 *
T2異動回数 -.01 -.12 .00 .06
T2職務の自律性 .06 1.16 .07 1.24
T1変革的組織文化 .05 .94 .02 .34
T1個別的戦術 .04 .78
T1内容的戦術(制度1) .02 .41
T1文脈的戦術(制度2) -.08 -1.24
T1社会的戦術(制度3) .21 3.45 ***
T2組織目標学習
T2職務遂行学習
T2人間集団学習
T2自己イメージ学習
adj.-R2
F値
ｄｆ
F変化量 3.39*
*p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001
3.49** 3.53***
9;332 13;328
t t
.06 .09
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Table 9. 相関行列 
 
 
 
 
 
 
 m s.d 性別 年齢 専攻 業界 組織形態 所属部門 異動回数 職務自律 変革的文化
T1個別的
戦術
T1内容的
戦術(制度1)
T1文脈的
戦術(制度2)
T1社会的
戦術(制度3)
T2組織
目標
T2職務
遂行
T2人間
集団
T2自己
学習
T2役割
変革
T2役割
保管
T2職務
業績
T2組織
コミット
T1性別 1.57 0.50 -
T1年齢 23.23 1.18 -.28*** -
T1専攻 1.58 0.49 .21*** -.40*** -
T2業界D 1.77 0.42 .23*** -.36*** .36*** -
T2組織形態D 1.40 0.49 -.09 .10 -.05 -.24*** -
T2所属部門D 1.50 0.50 .07 .11* -.08 .00 -.14** -
T2異動回数 0.39 0.82 -.16** .00 -.08 -.17** .01 -.06 -
T2職務自律性 2.63 0.85 -.00 -.02 .02 .03 -.01 .08 -.07 -
T1変革的組織文化 15.78 4.18 .00 .03 .02 -.04 .08 -.04 -.03 .04 （.87）
T1個別的戦術 27.98 7.91 -.02 .04 .01 .05 -.07 -.11* .09 -.12* .07 （.79）
T1内容的戦術 13.60 4.76 -.10 .02 .11* .14** .10 -.05 -.03 -.01 .08 .12* （.78）
T1文脈的戦術 18.30 5.10 .01 .02 .01 -.02 .22*** -.06 .04 -.15** .21*** -.12* .32*** （.74）
T1社会的戦術 17.96 4.01 -.08 -.05 .06 .01 .08 -.04 -.10 .09 .20*** -.20*** .31*** .45*** （.64）
T2組織目標学習 35.65 7.34 -.20*** .08 .02 -,02 .16** .10 .00 .08 .15** .00 .20*** .17** .32*** （.85）
T2職務遂行学習 18.31 4.29 -.02 .01 .07 ,08 -.00 -.10 .01 .08 .08 .15** .23*** .02 -.00 .23*** （.76）
T2人間集団学習 14.16 2.91 .14* -.03 .03 -.02 .06 .07 .05 .15** .05 -.21*** -.18*** .15** .09 .09 .15** （.71）
T2自己学習 16.01 3.57 -.09 .06 .01 -.08 .09 .07 -.03 .19*** .19*** -.11* .05 .15** .30*** .47*** .02 .17** （.81）
T2役割変革 23.06 5.08 -.18*** .08 -.00 -.04 .13* .04 .05 .07 .12* .06 .05 .04 .15** .54*** .12* -.01 .38*** （.87）
T2役割保管 13.87 2.53 .11* -.09 .09 .02 .12* .09 -.04 -.05 -.00 -.22** -.04 .16** .17*** .15** -.36*** .19** .20*** .02 （.81）
T2職務業績 10.85 3.23 -.20** .12* -.04 .04 .06 .11* -.02 .13* .05 .01 .11* .03 .19*** .62*** .24*** .11* .33*** .50*** .04 （.85）
T2組織コミット 14.29 4.13 -.11* .03 -.04 -.08 .14** .09 -.03 .08 .13* -.08 .19*** .20*** .28*** .63*** .09 .13* .32*** .31*** .26*** .41*** （.84）
N=342-363;  *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001 ; (　)内の数字はα係数
Dはダミー変数
T1社会化戦術 T2社会化一次的成果 T2社会化二次的成果
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